日韓国交正常化の際のヒトと法人の請求権 －分離に伴う企業清算を中心に－ by 浅野 豊美
第二次大戦後の賠償問題についての研究は､
講和条約締結期に一定の成果が示されたもの
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る ｢他の請求権｣ (軍票支払い等)､ ならびに
｢占領の直接軍事費｣ に関する請求権に関し
て､ それらを全て放棄した b 項に分けられ
ていた｡






在し､ その ｢管轄の下｣ にあるすべての日本
の ｢財産､ 権利及び利益｣ を､ ｢差し押さえ､
留置し､ 清算し｣ ｢処分する権利｣ が連合国










は a項､ b 項､ それぞれに例外があった｡ ま
ず､ 連合国側の b 項の例外は､ 日本の戦前
債務 (一八条)､ 略奪財産と工業所有権 (一
五条)､ 捕虜への補償に充てられた中立国所
在日本財産 (一六条) であった｡ 一方､ a 項
の例外は､ 前述した一四条 (a) 2 (Ⅱ) に
規定された､ 連合国における外交館施設と外
交官私有財産 ()､ ならびに宗教・慈善団
体財産 () であった｡ その清算代金等の返















































国に所在した日本財産の ｢処分｣ を認め､ そ
の代わりに連合国側も日本への戦争に由来す
る請求権を放棄するという ｢相殺｣ を基本と































三号 (本稿 80 p 資料２中の ｢二｣ 部分を参
照) で行われたことを違法とし､ それに由来
する利益への請求を行うこととなっていく｡























行い得ないが､ 第四条の a 項にある特別協
定を締結するにあたり､ b 項で認定された財
産処分の効果は特別協定の内容と ｢関連性が










































て､ 参考資料を差上げる､ と云って､ 在外会
社関係法令集 (五部―原文､ 以下同様) を提





したい､ と述べ､ ｢付替｣ ｢送金｣ とあるが､
金融機関のみによるものであるか､ と訊ね､
これに対し､






































































その他､ custody order 第九 (十？ [原文マ
マ]) 号や､ interpretation についての米軍
政庁の legal opinion を見て載けば分ると思
うが､ 日本人所有株が米軍政庁に帰属し､
property custodian が株主となり､ 株主総
会にも出席して､ その会社の商法的運営も行
う (又は参加する―原文) ことになり､ 更に
韓国政府に移されて後は､ 韓国国内法として
帰属財産処理法が制定され､ 前述と同じ思想
で､ 政府が株主権を行使した､ 即ち､ 政府の
統制が加わった訳で､ その会社に対し､ 最初






















即ち､ ｢日本法人｣ というよりも､ 朝鮮民事
令という政令による法人であった､ と答えた｡












































え､ 米軍政庁の custodian は立法権も有して
いて､ orders を出し､ procedures も定め､
大韓民国に移る迄管理を続けていたが､ 韓国
憲法の経過規定によって custody orders 等
は皆､ 生きていることになっている､ と述べ
た｡




































の寄附によるものと思うが､ [以下約 4 字・
不開示] からは独立した､ 別個の韓国法人で

















































































ているだけである､ だから､ 目録 (invento-





















































｢売却処分｣ と ｢管理｣ の二つしかなく､ 個々
のものは分らない､ 例えば住宅などを誰のも
のを幾らで売ったというようなことか､ と述
べ､ (大野代表が､ そうだ､ と答えたのに対
し､ 洪代表は､ とんでもない､ と述べた｡)




















































































































































林代表は､ それについては､ SCAP (GHQ)
から通知があった､ と述べた｡


























い､ と述べ､ 更に､ 朝鮮の方では ｢送金｣ す
ることになっている､ と述べた｡











上田代表は､ ｢日本法人｣ というのは､ 前
と同じく､ 日本に本社のある法人のことか､
と訊ね､
洪代表は､ そうである､ と答え､ 更に､ はっ
きり云うと､ 自然人 (韓人) が日銀券を持っ
ていた場合は､ 当然で､ 問題がないが､ 韓国
銀行が持っていた分､ 例えば殖産銀行株など
も､ 確認して貰いたい､ 日本では､ これらが
おかしい取扱を受けているらしいが､ 株式が
再発行されているなどということは理解でき




























































































となる財産､ 請求権の時期的､ 人的､ 物
的の範囲
………P 1―P 7 [原文書頁数､ 以下同]
二､ 第四条 (b) 項の解釈
………P 8 ―P 17 (附属)
三､ 在外本店会社の在日財産の帰属
………P 20 ―P 29
四､ 国内補償問題………P 30 ―P 36
一､ 桑港条約第四条において特別取極の主題
となる財産請求権の時期的､ 人的､ 物的
の範囲 [原稿用紙 140 字分､ 及び原文書
で 6頁分不開示]
二､ 第四条 (b) 項の解釈




おり､ 同条 (a) 項の特別取極に当っては､
この (b) 項の規定を留保するものとされて
いる｡ (a) 項の特別取極の行われる地域




















































































































山下 [康雄] 教授の見解に対し､ あえて若干
のオブザヴェーションを加えてみたい｡
1 ､ 山下教授は､ ｢前記命令第三三号は､ 敵
産管理令にほかならず､ 敵産の所有権は敵産

















(一) 敵産管理令 (＝命令第三十三号) によ
る帰属 (Vesting) とは､ 最終的所有権の移
・・・・・・
転を意味する語でない｡









約第四条 (b) の規定にかかわらず ｢残存の
資産又は売却代金についての日本国民の請求
権は､ やはり第四条ａ (特別取極) の対象と
なりうる｣ と結論されるものと解して差し支
えないであろう｡ (条 [約局] ､ 法規課資料
｢平和条約第四条について｣ 参照)
2 ､ この命令第三十三号が､ 敵産管理令であ
るという前提は､ 教授の理論を結論に至るま




























属した形容語｣ Ballentine : Law Dictionary
(1933) によれば､ ｢Vest｣ とは ｢to give an
immediate fixed right of present or future
enjoyment｣､ ｢Vesting order｣ とは､ ｢An
order or decree of a court of equity trans-
ferring title to land｣ とされている｡







八年) には､ ｢No property of ……Japan……
vested in or transfered to any officer of the




ば release とし､ また former という形容詞
を除くのが正当であろう｡
その他英法上､ 信託並びに遺産管理の場合
にも ｢Vest｣ の語が用いられるが (信託財
産は信託行為により受託者にVest され､ 又
被相続人の遺産裁判所の命令に基き遺産管理






The title to all (property) is hereby
vested in the military Government of Korea






the Military Government of Korea.
｢be owned｣ という語は､ 所有権の所在を
示すものであって､ 管理権占有権等を示す場
合には ｢be maintained｣ ｢be held｣ 等と用
いるのが英法上普通であろう｡ しかして､ こ
の命令のみでなく､ その後のいかなる文書に







4 ､ もっとも右の反論に対しては､ その見方
が極めて単純皮相であり､ 教授のいわれると
ころの最終的所有権の移転とは legal own-







 山下教授の ｢普通法上の受託者｣ という
米国対敵取引法第五条よりの引用は､ やや断
片的で､ 完全には､ ｢The Alien Property
Custodian shall be vested with all of the
powers of a common-law trustee in respect
of all property……｣ であり､ これは何ら管
理人のステータスを規定したものではないよ



































the United States shall not pay compensa-








































The Presidentmay return any property…
vested in or transfered to the Alien Proper-














ないことは､ 平和条約 (第十四条 (2)) を承
認した今日あえていうまでもない｡
三､ 在外本店会社の在日財産の帰属









































































































































































がある｡ 岡野鑑記 『日本賠償論』 東洋経済新
報社､ 一九五八年｡ 入江啓四郎 『国際法上の
賠償補償処理』 成文堂､ 一九七四年｡ また､
3 詳細は以下で紹介した｡ 浅野豊美 『帝国日本
の植民地法制』 名古屋大学出版会､ 二〇〇八
































ス国務長官殿｣ 前掲､ 北条秀一､ 城戸忠愛共
著 『私有財産論－在外財産補償要求運動史』
一二七頁｡
6 ｢法域｣ という概念やヒトの法域への所属､ 属
人法という概念については以下の第三編を参
















9 外務省情報公開資料､ 開示決定番号 1022､ 文
書番号 1180｡ 本資料は､ ｢日韓会談全面公開
を求める会｣ から外務省に対する情報公開請
求を契機として､ 2008 年夏に外務省から公開
された｡ かなりの部分が ｢不開示｣ とされて
いるのは､ 北朝鮮と日本との国交正常化問題
が､ 残されているためである｡
10 外務省情報公開資料､ 開示決定 1042 文書番号
1298
日韓国交正常化の際のヒトと法人の請求権 87
